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＜要   約＞ 
 韓国では，急激な少子高齢化，平均寿命の伸長に伴う医療費の増大，扶養意識や世帯構造
の変化などにより，介護の社会化が急がれ，2008年 7 月より老人長期療養保険制度が実施
された。それとともに，サービスの直接的担い手として，療養保護士が誕生した。しかし，
サービスの質の維持・向上に必要不可欠である療養保護士の質が問われ，離職率の高さなど，
様々な課題を抱えている。そこで，本研究では，このような現状のなか長期療養機関評価制
度でA等級となった施設を対象に，サービスの質向上を図った取り組みを探った。その結果，
施設内外での研修，職員の意識向上への取り組み，多職種連携，ボランティの受け入れや職
員のボランティア活動，地域との連携など，サービスの質向上に向けて積極的に取り組んで
いた。 
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１．研究背景と目的 
 韓国では，2008（平成20）年 4 月に老人長期
療養保険制度が創設され，同年 7 月より実施さ
れた。老人長期療養保険制度の創設には，大きく
四つの社会的背景が挙げられる。一つ目としては，
急激な少子高齢化がある。まず，韓国の高齢化の
変遷と現状をみる。韓国統計庁の高齢者統計1）に
よると，2013年現在の高齢化率は12.2％である。
1970年に3.1％だった高齢化率は，その後持続的
に増加し，2000年には高齢化率が7.2％となり，
高齢化社会に突入した。また，2020年には15.6％
に達し，高齢社会に突入するとされる。さらに，
2030年に24.3％，2050年には37.4％と，今後も高
齢化が急激的に進むとされる。韓国の高齢化のも
う一つ特徴は，平均寿命の伸長に伴う超高齢者人
口の増加である。2013年は，85歳を超える超高
齢者人口が全人口比0.9％であったが，2030年
2.5％，2050年には7.7％に増加すると予測されて
いる。また，韓国の急激な高齢化には，急激な少
子化が大きく影響している。韓国社会では，女性
の社会進出により晩婚化が進み，第一子の出産時
期の遅れなどから，2013年現在の合計特殊出生
率は，1.19と極めて低い。二つ目の社会的背景と
しては，平均寿命の伸長と急激な高齢化に伴う，
医療費の増加が挙げられる。韓国統計庁2）による
と，2012年の健康保険の高齢者診療費は16兆382
億ウォンで，全体診療費48兆2,349億ウォンの
33.3％を占める。2012年の高齢者一人当たりの診
療費は，前年比2.5％増で，毎年増加傾向にある。
三つ目としては，扶養意識の変化が挙げられる。
韓国では家族法において，高齢者扶養の第一次的
責任は家族にある3）4）と規定されている。しかし
ながら，現在の韓国では，扶養意識が大きく変化
し，以前のような長男による家族扶養が当たり前
5）ではなくなってきた。また，高齢者自身の扶養
意識も大きく変化している。2012年の統計庁の高
齢者自身の扶養に関する意識調査の結果6）をみる
と，「家族による扶養（36.6％）」，「家族と政府・
社会共同での扶養（34.6％）」，「自ら解決すべきで
ある（22.3％）」の順であった。「家族による扶
養」は年々減少し，「自ら解決すべきである」が
増加している。しかしながら，韓国では，「前家
族扶養・後社会保障」7）8）9）であったため，公的
年金制度が1988年に始まり，多くの高齢者は無
年金状態という厳しい経済状況に置かれている。
四つ目としては，世帯構造の変化が挙げられる。
2013年現在の高齢者世帯が全世帯に占める割合
は19.5％であり，高齢者世帯が増加し続けている。
また，独居高齢者世帯も全世帯の6.9％を占め，
2035年には15.4％と，今後持続的に増加するとさ
れる10）。 
 上述したことから，家族のみでの扶養や介護が
困難になり，介護の社会化が急がれ，2006年  2 
月に老人長期療養保険制度の法案が国家に提出さ
れ，2008年  4 月に創設，同年  7 月より実施と
なった。また，老人長期療養保険サービスの実施
に伴い，利用者に身体的・精神的・心理的・情緒
的及び社会的サービスを提供する人材として療養
保護士制度が創設された11）。 
 韓国統計庁の福祉サービス利用に関する希望調
査12）によると，高齢者の94.9％が今後福祉サー
ビスを利用したいと答えている。金らの調査13）
でも，韓国高齢者の福祉サービスや療養保護士へ
の期待は大きい。しかしながら，介護の専門職と
して期待される療養保護士の質が問われ14），仕事
満足度の低さ15）や，離職意志のある療養保護士
の多さが指摘されている16）。 
 韓国の老人長期療養保険制度は，ドイツやオー
ストラリア，日本の介護保険制度を参考にした制
度であるが，様々な課題を抱えている。そのなか
でも，サービスの直接的担い手である療養保護士
に関する課題は深刻である。老人長期療養保険制
度が始まった当初は，療養保護士の量的確保が急
務だった。そのため，養成機関の乱立や，療養保
護士の質が問われる結果を生んでしまった。介護
の質を向上するには，療養保護士の質の確保と継
続的な援助が必要不可欠である。しかし，療養保
護士の質の低さが指摘され，離職者が後を絶たな
い現状にある。 
 一方，韓国では，施設サービスの質の向上を目
的に，長期療養保険制度誕生後に施設評価制度が
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導入された。評価の結果によって，補助金が変わ
るシステムを導入することで，施設間のサービス
の質の格差をなくし，質の向上を目指したもので
ある。 
 そこで，本研究では，療養保護士の質の低さや
離職率の高さが指摘されるなか，2009年，2011
年，2013年の長期療養機関評価で， 3 回連続全
国最優秀機関（A等級判定）として選定された，
釜山市の長期療養保険施設を対象に，サービスの
質向上への取り組みを探り，今後施設でのサービ
ス質向上へのあり方の糸口を見つけることを目的
とした。 
 
２．研究方法及び調査対象施設・地域の概要 
（ 1 ）調査期間：2014年 2 月23日～ 2 月26日 
（ 2 ）方法：施設管理職への個別面接調査法 
（ 3 ）倫理的配慮 
 倫理的配慮としては，あらかじめ，施設長及び
介護・看護長に，電話及び文書で調査目的・方法
について説明し了承を得た。 
（ 4 ）調査対象：老人医療福祉施設の施設長及び
介護・看護長 
（ 5 ）調査対象地域と施設の概要 
 1 ）調査対象地域の概要 
 韓国統計庁の「市道別将来人口推計」17）2012，
「市道別将来世帯推計」2012によると18）釜山市の
高齢化率は，2013年現在13.2％である。本研究の
対象施設が位置している機張郡の高齢化率も（安
全行政部「住民登録統計」2012） 19）13.2％で
あった。 
 2 ）調査対象施設の概要 
 本研究の対象施設は，老人長期療養保険法にお
いて，老人医療福祉施設として位置づけられてい
る。老人医療福祉施設とは，老人療養施設，老人
療養共同生活家庭，小規模療養施設である。老人
医療福祉施設の入所対象者は， 1 ）「老人長期療
養保険法」第15条における施設給付対象者であ
る。①長期療養 1・2 等級者，②長期療養 3 等級
者のうち，やむを得ない事由，認知症等により等
級判定委員会により施設給付対象者として判定を
受けた者である。 2 ）上述した 1 ）に該当しな
い者のうち①老人保護専門機関より，被虐待者と
して入所依頼があった場合，②生活保護受給者や
緊急対応が必要な，居住地がなく家庭での生活が
不可能な者，または扶養義務者が扶養を拒否して
いる場合や失踪等の事由で世話する人がいない場
合は，必ず施設入所が必要な高齢者として，先に
養老施設に保護措置を行う，ただし，養老施設へ
の入所が難しい場合は，管轄の市・郡・区長の判
断により，老人療養施設に入所させて保護する。
とされる。 
 長期療養保険施設への入所手続きは，国民健康
公団に長期療養申請書を提出することから始まる。
その後，訪問調査を受け，調査結果に基づいて等
級判定委員会において等級判定が行われる。長期
療養 1 ～ 3 等級と認定された場合，長期療養保
険認定書を受領し，長期療養保険施設に相談して
契約を結び，サービスを利用することができる。 
 
表１ 長期療養保険における認定基準 
1 等級 一人ではほとんど動けない状態または認知症によ
り日常生活において常時行動障害が現れる状態 
（例：一日のほとんどを臥床で生活している。
一人では食事ができない状態など） 
2 等級 日常生活の基本動作に手助けが必要で行動障害
が頻繁に現れる状態。 
（例：一人で座位が取れ，室内での移動が可能
な状態など） 
3 等級 日常生活動作に他人の手助けが必要な状態。 
（例：近い距離であれば，なんとか歩行器で移
動できる状態など） 
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 3 ）職員構成 
 社会福祉士の法的配置基準は，利用者100人に
対し 1 人配置である。看護師の法的配置基準は，
利用者25人に対し 1 人であるが，当施設では，
ターミナル期の利用者が自分で生活していた施設
で安らかに最期を迎えられるように，利用者25
人に対して 2 人配置している。療養保護士は，
利用者2.5人に対して 1 人配置であるが，当施設
は職員の負担軽減を図り，法的配置基準より  2 
～ 3 人多く配置している。療養保護士は，利用
者の日常生活支援，長期療養サービス提供記録の
作成，食事環境整備と食事介護，利用者間の話し
合い会や健康管理教育への参加，看護師の投薬
サービスの補助，食事の管理と評価，ケースス
ターディへの参加，利用者とのコミュニケーショ
ンや居住環境整備，入浴介護，排泄介護，移動介
護，体位変換，衛生管理，健康観察，日常生活動
作訓練，各種プログラムの進行・補助及び参加，
理美容サービスの補助，利用者の物品管理，洗濯
物の管理，利用者の苦情傾聴，ボランティアへの
業務指導及び支援などの業務を担う。その他，栄
養士 1 人，調理師 4 人が配置されている。雇用
形態は，サービスの質向上を図るため，正規雇用
のみである。 
 4 ）長期療養機関評価制度 
 老人長期療養保険制度の実施に伴い，長期療養
サービス機関が増加し，サービスの質に格差が生
じるようになった。この現状から，老人長期療養
保険制度の保険者である国民健康公団は，長期療
養サービスの質向上を図り，長期療養機関の評価
を実施することとなった。入所施設は2009年か
ら  2 年に一度実施，在宅機関は，2010年から  2 
年に一度実施されるようになった。本評価制度の
結果は，長期療養機関の質の向上を図るとともに，
表２ 老人長期療養機関のサービス利用までの流れ 
 
１．申請 
  国民健康保険公団に長期療養認定申請書を提出 
↓ 
２．訪問調査 
  国民健康保険公団の職員が各家庭や療養病院を訪問し調査 
↓ 
３．等級判定委員会において等級判定 
  国民健康保険公団の等級判定委員会において長期療養等級（ 1 ～ 3 等級）決定 
↓ 
４．結果通知 
  長期療養等級を認定された者に，長期療養認定書と標準長期利用計画書の送付 
↓ 
５．施設入所相談 
  受給者の住所のある管轄洞事務所に（入所・利用申請書）提出 
↓ 
６．契約 
  長期療養認定書，標準長期利用計画書，住民登録謄本家族関係証明書，健康診断書 
↓ 
７．サービスの利用 
  長期療養等級を認定された者が，在宅サービス，施設サービスまたは特別現金サービスを選択し利用できる。 
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利用者がサービスの水準等を踏まえながら優秀機
関を選択できるようにすべて公開される。 
 長期療養機関評価制度のうち，本研究対象であ
る長期療養施設の評価項目をみると，大分類項目
が，機関運営，環境及び安全，権利及び責任，
サービスの提供過程，サービス提供結果の 5 項
目，中分類14項目，小分類38項目で構成される。
（表 3 ） 
 2009年と2011年（対象施設3,195ヶ所）は事前
に訪問審査日を伝えていたが，2013年（対象施
設3,664ヶ所）からは，より正確な評価ができる
よう，一定期間内に事前連絡なしでの評価に変更
するなど，評価の在り方についても検討されてい
る。評価の結果，最優秀機関に選定された機関に
は，より質の高いサービスが提供できるようにイ
ンセンティブが支給される。また，低い評価を受
けた施設に対しては，事後管理を通してサービス
の質向上を図るなど，評価の結果がサービスの質
の向上に繋がるよう努められている。 
表３ 老人長期療養施設評価指標分類 
大分類 中分類 小分類 評価要素 
機関運営 機関管理 運営原則及び体系 運営規定 
責任規定 
運営計画 
職員会議 
運営委員会 
サービス提供 
人的資源管理 人員運営 人員配置基準 
人員追加配置 
経歴職 
職員の福利厚生 4 大保険及び退職金 
健康診断 
勤務契約 
有休保障 
福祉制度 
職員教育 新規職員教育 
サービス提供に関する教育 
筋骨格系疾患予防教育 
情報管理 個人情報保護 個人情報保護 
質管理 機関の質向上 質向上計画 
環境及び安全 衛生及び感染管理 衛生管理 食堂及び調理室 
感染管理体系 感染管理 
感染症予防 
定期消毒 
施設及び設備管理 施設，設備 施設基準 
特別寝室 
入浴用具 
車椅子移動空間 
相談室と空間解放 
散歩空間 
室内環境 採光及び温湿度 
換気 
安全管理 安全状況 安全装置及び案内表示 
施設巡回 
転倒予防 
段差のバリアフリー 
滑りや転倒予防教育 
手すりの設置 
応急状況 応急対応 
応急医療機器 
災難状況 非常口 
消火用機器 
電気・ガスの安全点検 
災難状況対応 
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表３ 老人長期療養施設評価指標分類（続き） 
大分類 中分類 小分類 評価要素 
権利及び責任 利用者の権利 利用者の知る権利 利用者の権利説明 
利用者への説明 
利用者会議 
利用者の尊厳 尊厳への配慮 
利用者の名前と利用者の私物 
機関の責任 サービス提供関連文書 契約書と明細書の提供 
賠償 賠償責任保険 
情報提供 サービス利用に関する情報の提供 
ホームページの掲示と修正 
サービス提供職員の掲示 
サービス提供 
過程 
サービス開始 ニーズの把握 利用者のニーズ把握 
感染症 感染症 健康診断 
サービス計画 サービス計画 ニーズの反映 
サービス計画 
サービス提供 サービス計画と提供記録 サービス計画の実施及び変更事由 
体系的サービスの提供記録 
入浴介護 入浴介護の提供 
食事介護 
 
メニュー表及び食事状態 
機能状態別の食事提供 
食事量の点検 
飲料水 
寝食分離 
排泄介護 排泄の現況 
排泄問題の把握 
おむつ交換 
便器 
トイレ誘導 
留置カテーテルの管理 
褥瘡予防及び管理 褥瘡評価 
褥瘡予防補助具 
褥瘡観察記録 
体位変換 
褥瘡の変化観察記録 
余暇及び社会活動 レクリエーションプログラム 
外出及び外泊 
地域社会行事 
身体拘束及び虐待 利用者の身体拘束への同意 
虐待防止 
リハビリテーション 機能回復訓練 
物理治療 
医師の診療 医師の診察 
医療との連携機関 
認知症 認知症予防プログラム 
認知症利用者の環境整備 
認知機能検査 
投薬 投薬情報及び記録 
薬品管理 
サービス提供及び評価 サービス提供結果の評価 
ケース会議 ケース会議 
連携 連携記録紙 
サービス提供
結果 
満足度評価 満足度評価 満足度調査 
利用者の状態 利用者の等級 等級好転現況 
利用者管理 褥瘡発生現況 
留置カテーテル現況 
排泄機能好転現況 
国民健康保険公団 「2013 年度長期療養機関評価マニュアル」（筆者翻訳） 
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３．結果 
（１）研修に関する取り組み 
 1 ）施設内研修 
 本施設における研修は，以下のことを目的とし
ている。①新規職員研修により，施設の方針を共
有し，意思疎通の機会を設ける。②各職域別に
（介護，看護，施設管理職等）職務能力を向上さ
せる。③専門知識を深めることにより，サービス
の質向上を図る。④職員の自己満足の欲求を満た
し，業務を通して達成感を向上させ，力量を強化
する。ことを目的としている。また，研修の期待
効果として，①職場満足度や組織での所属感を高
め，自尊感情を向上させる。②欲求不満を解消し，
施設への所属意識を高める。③職員の士気向上に
より，サービスの質を向上させる。を掲げている。 
 施設内研修は，新入職員向けの研修と全職員に
対する研修がある。新入職員への研修は，一次研
修と二次研修がある。一次研修は，入職した日か
ら14日間行われる。内容は，施設の見学，施設
の運営・規定，法人及び施設紹介，職業倫理，利
用者の人権や尊厳，勤務態度，マナー教育，サー
ビス提供指針，食事の在り方や栄養に関する考え
方，食事介護，移動・移乗介護，高齢者の特性，
ボランティア及び後援者や後援機関，感染予防や
応急手当などのリスクマネジメントで構成される。
一次研修終了後， 3 日間二次研修が行われる。
二次研修では，配属フロアーの利用者と関わる前
に，利用者の名前と顔が一致できるよう，利用者
の写真を用いながら，生活歴，病歴，ADLなど，
利用者に関する基本情報や記録の書き方などの研
修が行われる。 
 全職員向けの研修は，衛生管理，食中毒予防，
産業安全保健，施設安全，業務指針，消防・避難
訓練，褥瘡の予防及び管理，補装具使用法，虐待
予防，職業倫理，認知症利用者の観察及び援助，
運営規定，個人情報保護，ボランティアのコー
ディネートに関する内容で構成される。 
 この他にも，職種に関わらず，全職員を10グ
ループに分け，月に一度専門書を用いて利用者の
自立支援や人権擁護などについてグループ討議を
行い，支援の在り方について考えを深める研修が
ある。多職種で構成されたこの研修グループで，
年に一度旅行を兼ねた宿泊研修も行うなど，多職
種グループでの研修を通して，お互いの専門性を
尊重し，情報を共有しながら連携しやすい環境づ
くりが図られている。 
 2 ）外部研修 
 社会福祉士への外部研修は，義務付けられてい
るが，療養保護士の研修に関する規定はない。そ
のため，政府や保険制度による補助がなく，施設
の研修費負担が大きい。また，人員不足なども影
響し，療養保護士を外部研修に参加させる施設は
少ない。このような現状のなか，調査対象施設で
は，療養保護士の質向上のため，ソウル老人中央
協会で行われる研修に，毎年10人参加させてい
る。 
 サービスの質向上に向けた，もう一つの特徴的
取り組みとして，研修の一環として実施される他
施設でのボランティア活動が挙げられる。他の施
設とケアの在り方を比較し，他施設の優れた内容
を学ぶことが目的である。このようなボランティ
活動を通した研修は，新入職員を含めた全職員が
対象である。新入職員は， 1 年目に 8 時間のボ
ランティア活動を行い，その後 3 年間は自分の
入職日に，他の施設で一日ボランティア活動を行
うことで，自分のケアを振り返るようにしている。 
4 年目からは，年間 4 度に渡って，他の施設で一
日研修を受ける。研修終了後には，レポートを作
成・報告し，施設全体で情報を共有しながらサー
ビスの質向上を図っている。また，ボランティア
研修先の施設職員も，当施設で年に一度ボラン
ティア活動を通した研修を受けている。他施設で
の研修や他施設の職員の研修を受け入れることで，
他施設とのケアの在り方を比較し，サービスの質
の向上が図られている。 
 
（２）職員の意識向上のためのプログラム 
  2 年に一度，ケア目標に関するスローガンを
掲げている。2011年から2013年までは「配慮」，
2013年から2015年までは「協調」と，施設職員
全体がケア目標を意識することで，サービスの質
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向上を図っている。さらに，目標を実現するため
の行動目標は，職員への公募を通して具体的な内
容を決めることで，職員のケアの質向上への意識
を高めようと努めている。 
 「協調」のための，行動目標は以下である。 
1．利用者へのケア時の行動目標 
① 利用者の立場で考える。 
② 利用者のプライバシーを守る。 
③ 利用者の自立を支援する。 
④ 利用者の意思を傾聴し，利用者の潜在的欲求
を引き出す。 
⑤ 利用者の気持ちを汲み取るように心がける。 
⑥ 挨拶とスキンシップを通して，利用者との関
係性を構築する。 
2．職員間の行動目標 
① 相手の立場で考える。 
② 大変なこと，面倒だと思うことは，自ら行う。 
③ いつもポジティブな思考で話し合う。 
④  1 日 1 回は相手をほめる。 
⑤ 誰に対しても自分が先に謝る 
⑥ 仕事の間は敬語を使う。 
3．家族に対しての行動目標 
① 家族の立場で考える。 
② 自分の家族のように接する。 
③ どのような質問に対しても，丁寧に説明する。 
④ クレームを傾聴し，業務に反映する。 
⑤ やさしい言葉で，施設の一員としての認識を
持って接する。 
⑥ 利用者の情報を家族と共有する。 
 
（３）多職種連携 
 結果の（ 1 ）研修に関する取り組みのうち， 
1 ）施設内研修に述べたように，多職種で構成さ
れた研修グループで，グループ討議や宿泊研修を
行うことで，職場内の意思疎通が円滑にできるよ
うに取り組んでいる。また，毎朝の申し送りや日
勤終了時の定時に行われる各部署の課長による業
務報告（不在時には主任）などを通し，情報の共
有や多職種連携が図られている。 
 
    
（４）ボランティアの受け入れと地域での職員のボ
ランティア活動 
 施設でのボランティアの受け入れは，①地域住
民で結成されたボランティア団体と，②学生や地
域の企業からの個人ボランティアに分けられる。
地域住民で結成されたボランティア組織は，30
歳代から60歳代の35名で構成され，施設創設時
から10年間にわたって継続的にボランティア活
動を行っている。後者は，職場体験や地域貢献を
目的とした一時的で単発的なボランティアである。 
 ボランティア内容は，傾聴や着脱介助など，利
用者と直接関わるものと，掃除などの環境整備に
分けられる。利用者と直接関わるボランティア活
動は，目的意識が高くて継続的にボランティア活
動を行っている地域のボランティア団体に任せて
いる。ボランティア活動の前に，施設の方針や利
用者との接し方，リスクマネジメントに関する研
修を実施し，研修終了後に，入浴の手伝いなど利
用者と直接関わるボランティア活動ができるシス
テムを取り入れている。利用者の安全への配慮か
ら，ボランティアが関わる利用者は，コミュニ
ケーションが取れて，身の回りのことがある程度
自分でできる利用者に限定している。また，学生
や地域の企業からのボランティアは，一時的に行
われることが多いため，利用者と直接関わる内容
ではなく，ベッドや庭の掃除など，環境整備を任
せている。 
 次に地域での職員のボランティア活動がある。
施設職員が地域の敬老堂で，リハビリテーション
をはじめ，健康管理，健康診断，レクリエーショ
ン，栄養指導などのボランティア活動を毎週行っ
ている。さらに，職員間で自主的にボランティア
基金を集め，地域高齢者向けの音楽祭などのイベ
ントを企画・実施している。 
 
（５）地域との連携 
 地域住民で結成されたボランティアの受け入れ
や，施設職員の地域でのボランティア活動を通し，
地域との連携を図っている。 
 もう一つは，地域行政機関との連携である。施
設の運営委員会に郡庁の職員が参加し，施設の現
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状を把握している。その結果，郡のボランティア
センターから，施設の方針にあった地域ボラン
ティアが施設に派遣されるなど，地域行政機関と
も連携しながら施設のサービスの質向上に向けて
努めている。 
 
４．考察 
 韓国保健社会研究院の研究報告20）によると，
施設のサービスの質向上において重要なことは，
①施設長のリーダーシップ，②職員の態度，③職
員のケアの専門性であるとされる。このうち，施
設長のリーダーシップは，個人が運営主体である
小規模施設において影響が大きい。本研究対象の
ような社会福祉法人などが運営主体である中・大
規模施設では，「職員の態度」と「職員のケアの
専門性」が，サービス全体の質を左右するとされ
る。 
 しかしながら，長期療養保険サービスの専門
的・直接的担い手として誕生した療養保護士（老
人長期療養保険法第 2 条及び老人福祉法第39条 2 
項）は，国家資格であるが，養成課程やカリキュ
ラムは日本の介護職員基礎研修に近く，その内容
から専門性が高いとは言い難い。そのうえ，老人
長期療養保険制度の導入時に療養保護士の量的確
保が急務だったため，養成施設が乱立し，年齢や
学歴に制限なく一定期間の教育課程修了で国家資
格が取得できる仕組みだったことから，療養保護
士の質が問われる結果を生んだ。この反省から，
教育機関の施設指定基準の強化，教育時間の見直
しや国家試験制度の導入など、療養保護士の専門
性を高めるための取り組みが行われている。しか
し、未だ療養保護士の質が問われる現状にある。
国民健康保険公団の療養保護士の実態調査21）で
は，待遇や劣悪な勤務環境，療養保護士の業務へ
の認識不足による利用者や家族からの過度なサー
ビスの要求などから、療養保護士の職業満足度の
低さが指摘されている。療養保護士の離職に関す
る調査によると、離職の意思ありが全体の41％
に至っている22）。今回の調査対象施設も例外では
なく，離職率が高い。このような現状のなか，施
設でのサービスの質向上に重要とされる，「職員
の態度」と「職員のケアの専門性」を高めるには，
施設での研修の充実化が必要不可欠であると考え
る。調査対象施設の研修内容にあるように，マ
ナー教育，職業倫理，利用者の人権や尊厳，勤務
態度，食事介護，移乗介護，排泄介護，認知症高
齢者への介護，リスクマネジメントなど，職場内
での研修による補習教育が求められる。また，調
査対象施設で実施されている，他の施設での研修
や外部研修，多職種メンバーによる勉強会を通し
た専門的知識や技術の向上も，療養保護士の専門
性を高め，施設のサービスの質向上に繋がると考
える。さらに，調査対象施設のサービス質向上へ
の取り組みの一つである，ボランティアの受け入
れは，第三者の目があるなかでケアが行われるこ
とで，常にサービスの質が問われる状況に置かれ
ることが，サービスの質向上に繋がるのではない
かと考える。他にも，多職種グループによる勉強
会や日々の業務報告などを通した多職種連携と，
職員の地域でのボランティア活動や行政機関との
連携を通した地域連携も，施設のサービスの質向
上において重要であると考える。 
 施設でのサービスの質向上には，体系的・科学
的教育システムによる療養保護士の養成教育をは
じめ，待遇や勤務環境の改善，業務の明確化など
が急がれる。同時に，施設内研修や外部研修など，
補習教育の充実化を図り，療養保護士の質向上に
向けた施設の取り組みが求められる。 
 
５．今後の課題 
 本研究の結果，サービスの直接的担い手である
療養保護士の質的確保が困難ななか，サービスの
質を高めるには，施設のサービス質向上に向けた
研修やボランティアの受け入れなどの取り組みが
求められると推察される。本研究結果をふまえ，
今後は，施設内外での研修やボランティアの受け
入れとボランティア活動などが，職員の専門性の
向上や意識向上にどのように影響を及ぼしている
かについて，施設職員の意識調査を行う予定であ
る。本研究は，施設評価制度Ａ等級1施設のみを
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対象にしたものであるため，対象施設を広げて調
査を実施する予定である。 
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